
 

 

2024年度内部統制基本方針及びその運用状況について 

 

当社は、2020年 12月 18日開催の取締役会にて業務の適正を確保するための体制に関する基本

方針を改定いたしました。また 2023 年 4 月 1 日付で執行体制の変更に伴う軽微な改定をいたし

ました。その内容は以下のとおりであります。当社は、この基本方針に基づく内部統制システム

の整備・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、この本方針についても、経営

環境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システムの整備・運用

に努めます。 

 

1. 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

(1) 当社は、当社及び子会社（以下、総称して「当社グループ」という。）における業務の適正

を確保するため、経営理念、グループビジョン、行動指針を定める。 

(2) 当社は、当社グループの企業価値を最大化する観点から、関係会社に対する適切な株主権

の行使を行う。 

(3) 当社は、当社グループの内部統制のための各種グループ基本方針等を定め、当社グループ

へ周知するとともに、これに基づく体制を整備させる。 

(4) 当社は、事業環境の変化に迅速に対応することを目的として、SBU（Strategic Business Unit）

体制を採用するとともに、SBU中核会社および FU（Function Unit）中核会社の取締役会へ

取締役を派遣し、SBU中核会社および FU中核会社の経営を監督することで、当社グループ

の経営管理の実効性を確保する。 

(5) 内部監査部門は、当社グループの法令・定款及び社内規程の遵守体制の有効性について監

査を行う。また、是正・改善の必要がある場合、速やかにその対策を講じるように適切な助

言、勧告及び支援を行う。 

 

（運用状況の概要） 

・SBUおよび FUにおける規程・機関を整備し、当社から SBU 中核会社および FU中核会社へ取

締役を派遣し、経営監督を行っております。 

・HMC（Headquarters Management Committee）の下部組織として、グループ横断の委員会（サ

ステナビリティ、投資、リスクマネジメント、テクノロジー、人事、ジェンダーダイバーシテ

ィ、スタッフウェルビーイングの７委員会）を設置し、意思決定の高度化とグループガバナン

スの両立を図っております。 

・内部監査について、監査計画に基づく内部監査を実施のうえ、監査結果の概要、指摘事項等を

定期的に取締役会、監査等委員会及び HMCへ報告しております。 

 

 



 

 

2. 取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

(1) 当社グループは、コンプライアンスに関する行動規範及び基本規程を定め、コンプライア

ンス体制の整備及びコンプライアンスの実践に努める。 

(2) 当社は、当社グループのコンプライアンスを統括する部署を当社に設置し、コンプライア

ンスに係る諸施策を継続して実施するとともに、その活動状況を取締役会に報告する。 

(3) 当社グループは、取締役、執行役員及び使用人に対して、コンプライアンスの教育・研修を

継続的に行う。 

(4) 当社グループは、法令・定款等の違反行為を予防・早期発見するための体制として、グルー

プ内部通報制度を整備する。 

(5) 当社グループは、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し一切の関係を遮断する。 

(6) 当社グループは、主管部署を定め、所轄警察署や特殊暴力防止に関する地域協議会等から

関連情報を収集し不測の事態に備えるとともに、事態発生時には主管部署を中心に外部機関

と連携し、組織的に対処する。 

 

（運用状況の概要） 

・執行役員を対象に、アンコンシャスバイアス研修を実施しました。国内グループ会社において

は、パーソルのマテリアリティの一部である人権尊重とプライバシー保護や 2022 年 6 月に施

行された改正公益通報者保護法に対応したコンプライアンス・ハンドブックを配布しておりま

す。また、国内グループ会社の全役職員を対象に、全社コンプライアンス研修を実施し、パー

ソルグループのコンプライアンス、情報セキュリティ及びコンプライアンス違反に直面した場

合にとるべき行動をとりあげました。海外グループ会社においては、各国法令に対応した独自

の研修コンテンツ等に基づくコンプライアンス啓発・推進活動を実施しております。 

・内部通報制度を整備のうえ、イントラネット等を通じ同制度の周知に継続的に努めております。

国内グループ会社においては、「公益通報ホットライン」の認知率を把握するとともに、さらな

る認知度向上を目的とした全役職員向け「コンプライアンス研修」にて公益通報ホットライン

の制度概要を説明しております。また、各社の内部通報担当者を対象とした「公益通報ホット

ライン勉強会」を開催しました。海外グループ会社においては、グループイントラやコーポレ

ートサイトに、内部通報制度に係る窓口と制度概要を掲載し、制度の普及に努めております。 

 

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社は、当社グループのリスク管理に関する規程を定め、当社グループのリスク管理体制

を整備する。 

(2) 当社は、当社グループのリスク管理を統括する部署を当社に設置し、当社グループにおけ

るリスクについて統合的に管理するとともに、重要リスクに関するリスク管理体制及びその

運用状況について定期的に取締役会に報告する。 



 

 

(3) 当社グループは、大規模自然災害、パンデミック等の危機の発生に備え、危機管理に関する

規程を定め、危機管理体制の整備、危機発生時の連絡体制の構築及び定期的な訓練の実施等、

適切な体制を整備する。 

 

（運用状況の概要） 

・HMC の下部組織であるリスクマネジメント委員会にて、当社グループの重要リスクを特定の

うえ、リスク管理の状況をモニタリングしております。 

・大規模災害対策として、首都直下型地震発生を想定した代替対策本部の整備や、国内グループ

会社の全役職員を対象とした安否確認訓練を実施しております。また緊急対策本部体制の実効

性検証と課題の整理を目的に、経営層向け危機管理訓練を実施しました。本訓練で確認した課

題については、2025年度の改善計画に組み込んでおります。 

 

4. 取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、経営の監督と執行を分離し、取締役会が、独立した客観的な立場から、当社グルー

プの業務執行に対する経営監督機能を担う。 

(2) 当社は、執行役員制度を導入することで業務執行責任の所在を明確化した上で、業務執行

に係る決定を原則として代表取締役社長 CEOに委任する。 

(3) 当社は、代表取締役社長 CEO の補佐機関として HMC（Headquarters Management 

Committee）を設置し、当社グループの重要な業務執行に関する事項について審議する。 

(4) 当社は、グループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化するため、毎事業年度

ごとのグループ全体の重点経営目標及び予算配分等を策定する。 

(5) 当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に

関する基準を定め、当社グループへこれに準拠した体制を構築させる。 

(6) 当社は、当社グループの IT に関する規程を定め、主管部署を設置し、当社グループの IT

ガバナンス体制を整備する。 

 

（運用状況の概要） 

・取締役会は、定款、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」、「取締役会規程」に基づき、当

社グループの業務執行に対する経営監督を適切に行っております。 

・HMCにて当社グループの重要な業務執行に関する事項について審議を行っております。 

・「グループ IT ガバナンス規程」に基づき、グループ ITマネジメント推進統括責任者の下、SBU-

IT統括責任者及び FU-IT統括責任者が ITマネジメントを担い、ITガバナンス部が ITガバナ

ンス方針策定・モニタリングを担い、運用しております。 

 

5. 財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制 

(1) 当社は、財務報告の適正性及び信頼性を確保するため、当社グループにおける財務報告に



 

 

係る内部統制に関する基本方針を定める。 

(2) 当社は、財務報告に係る内部統制の実効性を確保するため、その内部統制を主管する部署

及びその評価部署を設置する。 

(3) 財務報告に係る内部統制を評価する部署は、その内部統制の有効性に関する評価結果を定

期的に取締役会等に報告する。 

 

（運用状況の概要） 

・財務報告に係る内部統制評価範囲を選定のうえ、関連する文書の更新、整備・運用評価および

検出された不備に対する改善を実施し、取締役会へ評価結果を報告しております。 

 

6. 取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、文書等の保存に関する規程を定め、重要な会議の議事録等、取締役及び執行役員の職

務の執行に係る情報を含む重要な文書等は、同規程の定めるところに従い適切に保存及び管理を

行う。また、取締役又は監査等委員会等から要請があった場合に備え、適時閲覧が可能な状態を

維持する。 

 

（運用状況の概要） 

・「文書管理規程」に基づき、重要な書類の保存期限を定め、適切な保存および管理を行っており

ます。 

・取締役向け情報基盤の整備を通じて、取締役がいつでも必要なときに取締役会、HMC、委員会

等の資料・議事録へアクセスできる環境を運用しております。 

 

7. 監査等委員会の職務の執行に関する体制 

7－1. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項 

当社は、監査等委員会の要請に基づき、必要に応じてその職務を専属的に補助する使用人を配

置する。当該使用人に対する日常の指揮命令権は、監査等委員会にあり、監査等委員でない取締

役及び執行役員からは指揮命令を受けない。また、当該使用人に関する人事異動、人事考課及び

懲戒処分等は、監査等委員会の同意を得たうえで行う。 

7－2. 監査等委員会への報告に関する体制 

(1) 当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、監査等委員会又は監査等委員会の指示を

受けた者の求めに応じて、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監査部門は内部監

査の結果等を報告する。 

(2) 当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事

実、又は会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を知ったときは、速やか

に監査等委員会に報告する。 

(3) 当社グループにおける取締役、執行役員及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼ



 

 

す事実又はそのおそれのある事実を知ったときは、速やかに当社グループの定める担当部署

に報告する。当該担当部署は、取締役、執行役員及び使用人から報告を受けた事項について、

速やかに当社の監査等委員会に報告する。 

(4) 当社は、内部通報制度の適用対象に当社グループを含め、当社グループにおける法令、定

款、又は社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の重大な問題に係る通

報について、監査等委員会への適切な報告体制を確保する。 

(5) 当社グループは、社内規程において、取締役、執行役員及び使用人が監査等委員会への報

告、又は相談者が内部通報窓口への通報により、人事評価において不利な取扱いを受けるこ

とがなく、また懲戒その他の不利益処分の対象となることがないことを明示的に定める。 

7－3. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 監査等委員会は、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び重

要な使用人に対して報告を求め、代表取締役社長、内部監査部門及び会計監査人とそれぞれ

定期的な意見交換の実施を求めることができる。 

(2) 当社は、監査等委員会及び監査等委員会の指示を受けた者がその職務の執行について生ず

る費用の前払い又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費

用等が監査等委員会の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、

これに応じる。 

 

（運用状況の概要） 

・監査等委員会及び監査等委員の職務を補助する体制として、執行部門から独立した専任のスタ

ッフを 1 名配置しております。当該スタッフは監査等委員会の指揮命令下にあり、人事異動、

人事考課及び懲戒処分等は監査等委員会の同意を得たうえで行っております。 

・監査等委員会は、取締役、執行役員及び使用人から事業及び内部統制の状況等について報告を

受領しております。 

・常勤監査等委員は SBU中核会社および FU 中核会社の全監査役と定期的に情報交換を行ってお

ります。 

・グループ各社の役職員から内部通報窓口へ通報された内容は、監査等委員会へ全件報告してお

ります。 

・従業員が監査等委員会への報告または内部通報窓口への通報により、不利な取扱いを受けるこ

とがないように、「公益通報ホットライン規程」において明示的に定めるとともに、当該報告・

通報があった場合に、その後不利な取扱いを受けていないことの状況を確認する体制を構築し

ております。 

・本基本方針に基づき、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用に対して社内各部署と

同様の経費精算体制をとっており、監査等委員会の請求に基づき適切に費用負担をしておりま

す。 

以上 


